
金融再生法開示債権合計

総与信残高合計

貸出金等の残高
A

危険債権

破産更生債権およびこれらに準ずる債権

要管理債権

正常債権

担保等の保全額
B

保全されていない額
C=A－B

Cに対する引当額
D

引当率（％）
D/C×100

保全率（％）
(B+D)/A×100

（2019年3月末）（単位：億円）※単位未満四捨五入

213 82 131 131 100.0 100.0

280 171 108 52 47.8 79.8

201

48,692

49,385

72 129 4 3.0 37.6

総与信残高合計に
占める比率（％）

693 325 369 187 50.7 73.8 1.4（1.1）

（単位：億円）
リスク管理債権の内訳

A 破綻先債権 B 延滞債権 C 3カ月以上延滞債権 D 貸出条件緩和債権 総貸出金残高に占める比率
（（ ）内は部分直接償却後）

※単位未満四捨五入

（単位：%）
金融再生法に基づく開示債権の状況
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（単位：百万円）

業務純益

経常利益

当期純利益

経常収益

コア業務純益

1株当たり配当額
（内1株当たり中間配当額）

1株当たり当期純利益金額

自己資本利益率

　うち普通株式等Tier1比率

単体総自己資本比率（国際統一基準）

株価収益率

配当性向

従業員数
［外、平均臨時従業員数］

信託報酬

信託勘定貸出金残高

信託勘定有価証券残高

信託財産額

1株当たり純資産額

純資産額

総資産額

預金残高

貸出金残高

有価証券残高

資本金
（発行済株式総数）

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額

業務純益：預金、貸出金、有価証券などの利息収支を示す「資金利益」、手数料収支を示す「役務取引等利益」および外国為替、債券の売買損益などを示す「その他業務利益」の三つを合計した業
　　　　務粗利益から一般貸倒引当金繰入額と経費とを控除したもので、銀行本来の業務から生じる利益を表す指標とされています。なお、業務純益の項目は損益計算書上には設けられていません。
コア業務純益：「業務純益－債券関係損益＋一般貸倒引当金繰入額」で算出した利益指標です。

項目
期別 2015年3月期

－

18.00円
（8.00円）

2,533.48円

105.31円

4.41％

13.34％

14.73％

17倍

17.09％

3,055人
［1,337人］

1

18

3,078

109,307

31,001

30,956

35,770

20,904

15,149
（200,272千株）

500,450

7,589,470

5,894,597

3,728,945

3,261,425

105.17円

2016年3月期

－

20.00円
（10.00円）

2,626.30円

131.97円

5.12％

13.75％

14.56％

8倍

15.15％

3,069人
［1,382人］

1

18

2,974

113,236

31,866

30,123

40,635

25,928

15,149
（200,272千株）

511,677

7,770,184

6,011,426

4,036,587

3,107,325

131.79円

2017年3月期

－

20.00円
（10.00円）

2,620.46円

98.69円

3.75％

12.77％

13.06％

16倍

20.26％

3,074人
［1,383人］

1

18

3,020

125,036

25,090

27,129

28,968

19,039

15,149
（200,272千株）

502,843

8,255,459

6,201,889

4,400,376

2,714,686

98.54円

2018年3月期

－

20.00円
（10.00円）

2,752.43円

101.52円

3.78％

12.87％

12.87％

12倍

19.70％

2,961人
［1,385人］

1

18

4,472

116,499

21,451

23,932

27,931

19,409

15,149
（195,272千株）

523,422

8,439,546

6,423,654

4,676,114

2,620,862

101.39円

2019年3月期

－

22.00円
（10.00円）

2,778.50円

81.11円

2.93％

12.56％

12.56％

12倍

27.12％

2,884人
［1,410人］

1

18

5,656

113,461

20,965

22,820

21,919

15,338

15,149
（195,272千株）

523,551

8,225,712

6,639,943

4,808,712

2,394,994

81.01円

主な経営指標の推移【単体】

※部分直接償却…部分直接償却とは回収見込みが無い不良債権部分を即時オフバランス化する手法です。通常は、税法にしたがい、回収見込みが無い不良債権部分を資
産計上するとともに個別貸倒引当金を積み立てておき、担保等の清算がすべて完了した年度に両勘定を相殺・償却（オフバランス化）処理いたします。
（注）記載金額は、単位未満を四捨五入で表示しております。

○下記リスク管理債権は、銀行法施行規則に基づいて開示しております。

破綻先債権
未収利息を収益不計上扱いとしている貸出金のうち、会社更生法、破産法、再生手
続等の法的手続きがとられている債務者や手形交換所において取引停止処分を受
けた債務者に対する貸出金。
延滞債権

未収利息を収益不計上扱いとしている貸出金のうち、破綻先債権および債務者の
経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の
貸出金。

3カ月以上延滞債権
元本または利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破
綻先債権および延滞債権に該当しない貸出金。
貸出条件緩和債権

債務者の経営再建または支援を図ることを目的として金利の減免、利息の支払猶予、
元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めをおこなった貸出金
で破綻先債権、延滞債権および3カ月以上延滞債権に該当しない貸出金。

当行は、部分直接償却（※）を実施しておりません。他行との比較のため、当行が部分直接償却をおこなった場合の比率を試算すると、「総与信残高合計に占める比率」は（　）内の数値になります。

破産更生債権およびこれらに準ずる債権
破産手続開始、会社更生手続開始、再生手続開始の申立てなどの事由により経営
破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権。
危険債権

債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、
契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りができない可能性の高い債権。
要管理債権

リスク管理債権の「3カ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金。
正常債権

債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、上記3区分以外
のものに区分される債権。

当行は、部分直接償却（※）を実施しておりません。他行との比較のため、当行が部分直接償却をおこなった場合の比率を試算すると、「総貸出金残高に占める比率」は（　）内の数値になります。

リスク管理債権額につきましては、再生支援活動を通じたランクアップや直接償却ならびに債権売却による
オフバランス化を実施する等減少に努めました結果、前期比23億円減少し、3月末残高は688億円になりました。
この結果、貸出金残高に占める比率は前期比0.1ポイント低下の3月末1.4％となりました。

金融再生法開示債権額（総与信ベース）では、3月末残高は693億円となり、総与信比率は1.4％となりました。

リスク管理債権の状況

金融再生法に基づく開示債権の状況
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業績の推移【単体】 不良債権への対応について


